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令和４年度租税滞納状況の概要

Ⅰ 租税滞納の状況

１ 令和４年度租税滞納状況の概要

２ 新規発生滞納額

３ 整理済額

４ 滞納整理中のものの額（滞納残高）

Ⅱ 滞納の未然防止及び整理促進に関する取組

１ 滞納の未然防止に関する取組

・ 「納税に関する総合案内」による広報・周知

・ 多様な納付手段の提供

・ 「予納ダイレクト」による納税資金の準備の

呼び掛け

・ 個々の納税者に対する納付指導

２ 滞納の整理促進に関する取組

・ 徴収決定後、翌年度末までの整理状況

・ 納税コールセンターにおける滞納整理状況

・ 悪質・処理困難事案に対する滞納整理等

・ 公売の実施状況
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　　　【単位：百万円】

A B C D (A+B-C)

令和３年度末
滞納整理中
のものの額

(前期繰越額)

新規発生
滞納額

整理済額

令和４年度末
滞納整理中
のものの額

(次期繰越額)

(135.4%) (96.7%) (122.3%) (96.5%)

9,480 12,667 12,996 9,151

2,488 2,710 2,197 3,001

内　源泉所得税 423 533 381 575

内　申告所得税 2,065 2,177 1,816 2,426

1,844 2,052 2,151 1,745

245 412 508 149

4,798 7,357 7,992 4,163

105 136 148 93

（注）１　新規発生滞納額とは、国税が納期限までに納付されず、督促状が送付されたものをいいます。

　　　２　括弧内の数値は、対前年度比です。

　　　３　地方消費税を除いています。　

　　　４　令和５年４月及び令和５年５月に督促状を送付した滞納のうち、その国税の所属年度（納税義務が成立した日の属す

　　　　る年度）が令和４年度所属となるものを含んでいます。

　　　５　各々の計数で百万円未満を四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。

全    税    目

所　得　税

法　人　税

相　続　税

消　費　税

その他税目

１ 令和４年度租税滞納状況の概要

高松国税局では、適正かつ公平な徴収を実現するた

め、期限内収納の確保に努めるとともに、滞納となっ

たものについては、納税者個々の実情を踏まえながら、

法令等に基づき、納税緩和措置の適用や滞納処分を実

施するなどして確実な徴収に努めています。

（注）滞納とは、国税が納期限までに納付されず、督促状が発付されたも

Ⅰ 租税滞納の状況

令和４年度の滞納整理においても、納税者個々の実情に即

しつつ、法令等に基づき適切に対応しました。

なお、新型コロナウイルス感染症の影響により納税が困難

な方に対しては、法令等に基づき、納税の猶予等の納税緩和

措置を迅速かつ柔軟に適用してきました。

また、期限内に納税した納税者との公平性の確保を図る観

点から、納付約束の不履行を繰り返すなど、納税に対する誠

実な意思が認められない滞納事案については、捜索や差押え、

公売等の滞納処分を適時・適切に実施するなど、厳正かつ毅

然とした対応を行ってきました。

○ 令和４年度租税滞納状況

のをいいます。

令 和 ５ 年 ８ 月
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令和４年度の新規発生滞納額（令和４年度に新たに滞納と

なったものの額）は、１２６億６７百万円で、令和３年度

（１３１億１百万円）より４億３４百万円減少（３．３％

減）しました。

また、滞納発生割合（新規発生滞納額／徴収決定済額）は

１．１％となりました。

（注） 徴収決定済額とは、申告などにより課税されたものの額をいいま

す。

２ 新規発生滞納額

３ 整理済額

令和４年度の整理済額は、１２９億９６百万円で、令和

３年度（１０６億２５百万円）より２３億７１百万円増加

（２２．３％増）しました。

４ 滞納整理中のものの額（滞納残高）

令和４年度末の滞納整理中のものの額は、９１億５１百万

円で、令和３年度末（９４億８０百万円）より３億２９百万

円減少（３．５％減）しました。

なお、この滞納整理中のものの額は、ピーク時（平成１０

年度）の２９．６％になりました。

○ 全税目の租税滞納状況の推移
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(注) 地方消費税を除いています。
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（注）１　括弧内の数値は、対前年度比です。

　　　２　上記の計数は、国税の滞納状況を示したものであるため、地方消費税を除いています。

　　　　　ただし、地方税法附則第９条の４の規定により、当分の間、国が消費税の賦課徴収と併せて地方消費税の賦課徴収を行うものとされていることから、「全税

　　　　目合計」欄及び「消費税」欄の外書として、地方消費税の滞納状況を示しています。

　　　３　各々の計数で百万円未満を四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。

4,163

Ｄ（Ａ＋Ｂ－Ｃ）ＣＢＡ　区 分

単位：百万円、％

そ の 他 税 目
3

65 105 65 105

4 105
(129.5)

136
(227.7)

148
(88.6)

93

4,798

4
外  1,330

消 費 税

3
外  907 外  2,441 外  2,018 外  1,330

3,307 8,674 7,183
外  2,248 外  1,154

4,798
(84.8)

7,357
(111.3)

7,992
(86.8)

外  2,072

相 続 税
3

227 409 391 245

4 245
(100.7)

412
(129.9)

508
(60.8)

149

2,177
(104.0)

1,816
(117.5)

2,426

法 人 税
3 1,297 1,569 1,022 1,844

4 1,844
(130.8)

2,052
(210.5)

2,151
(94.6)

1,745

税
 
目
 
別
 
の
 
内
 
訳

源 泉 所 得 税
3

255 386 218 423

4 423
(138.1)

533
(174.8)

381
(135.9)

575

申 告 所 得 税
3 1,853 1,958 1,746 2,065

4 2,065
(111.2)

9,480

合 計 4
外  1,330 外  2,072 外  2,248 外  1,154

9,480
(96.7)

12,667
(122.3)

12,996
(96.5)

9,151

全 税 目 3
外  907 外  2,441 外  2,018 外  1,330

7,004 13,101 10,625

    前年度末滞納整理中の 新規発生滞納額 整理済額     本年度末滞納整理中の

税　目　　　　　　　　    　年 度     ものの額(前期繰越額) 　  ものの額(次期繰越額)

○ 税目別の租税滞納状況
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Ⅱ 滞納の未然防止及び整理促進に関する取組

１ 滞納の未然防止に関する取組

国税庁では、適正かつ公平な徴収を実現するため、納税者の方に期限内に納付していただけるよう、以下の
ような滞納の未然防止策に取り組んでいます。

＜「納税に関する総合案内」による広報・周知＞
 令和５年５月、国税庁ホームページに「納税に関する総合案内」ページを開設しました。
 「納税に関する総合案内」では、納税手続に関する情報を知りたい方、計画的な納税（資金の積立て）を検討さ

れている方、国税を納期限までに納付することが困難な方など、ご覧になる方のニーズに沿って、簡単に情報が
取得できるよう、納税に関する情報をご案内しています。

 また、SNSを活用して納期限や振替期日などの事前周知を実施しているほか、地方公共団体、税理士会、関係民
間団体、業界団体等の協力を得て、各種広報媒体や説明会などの機会を活用し、期限内納付のための周知を実施
しています。

5
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＜多様な納付手段の提供＞
 国税庁では、多様な納付手段を提供するなど、納税者の方々が納付しやすい環境の整備に努めています。
 また、納税者利便の向上と現金管理等に伴う社会全体のコストを縮減する観点から、非対面のキャッシュレス納

付（振替納税、ダイレクト納付（e-Taxによる口座振替）、インターネットバンキング等による電子納税、クレ
ジットカード納付、スマホアプリ納付）の利用拡大に取り組んでいます。
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＜「予納ダイレクト」による納税資金の準備の呼び掛け＞
 国税庁では、スマホなどから簡単な操作で手続が完了する「予納ダイレクト」による納税資金の準備をお勧めし

ており、税理士会、関係民間団体及び業界団体を通じた広報・周知を行っています。
 「予納ダイレクト」は、①将来に納付が見込まれる国税を、②e-Taxに登録した預貯金口座からの引き落としに

より、③指定した期日に予（あらかじ）め納付できる手続です。
 「予納ダイレクト」をご利用いただくことで、申告時に一括で納税資金を準備する負担を軽減できるメリットが

あります。
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＜個々の納税者に対する納付指導＞
 国税庁では、最近の納付の際、納期限に遅れて納付された方を対象として、次回の納期限の前に、はがきや電話

により納期限をお知らせし、期限内納付を指導しています【期限前納付指導】。
 また、納期限後に納付の確認が取れない方（当月中に督促状が発送され滞納となる見込みの方）を対象として、

電話などにより、早期に納付していただくよう指導しています【督促前納付指導】。

納期限

督促（滞納発生）

申告

【期限前納付指導】
全国の税務署や納税コールセンターにおいて、年間

約20万者の方に対して実施しています。

【督促前納付指導】
全国の税務署や納税コールセンターにおいて、年間

約20〜30万者の方に対して実施しています。
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＜徴収決定後、翌年度末までの整理状況＞
例えば、令和３年度の徴収決定済額（申告等により課税されたものの額）については、98.9％が滞納になる

ことなく納付されており、滞納となったものについても、そのほとんどが比較的短期間で徴収され、令和４年
度末時点では99.8％が徴収されています。

２ 滞納の整理促進に関する取組
滞納となった国税については、期限内の国税の納付を行っている大多数の納税者との間の公平性を確保す

る観点から、早期徴収に努めています。

【令和３年度徴収決定済額】

滞納発生額 131億円（1.1％）

期限前・督促前収納額
1兆1,378億円（98.9％）

発生した滞納（131億円）の処理状況

令和３・４年度に整理済
（110億円）0.9％

滞納整理中
（21億円）0.2％

（注）高松国税局の計数を掲載しています。
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＜納税コールセンターにおける滞納整理状況＞
 新規に発生した滞納事案は、納税コールセンターで幅広く所掌して、システムを活用した電話催告等を実施する

ことにより、効果的・効率的な滞納整理を行っています。
 令和４年７月から令和５年６月末までに高松国税局の納税コールセンターで催告対象となった17.2千者のうち、

完納に至ったのは13千者（75.6％）、納付誓約中の者が2.3千者（13.4％）となっています。

(注) １ 各々の計数で四捨五入をしているため、合計が一致しない場合があります。
２ 高松国税局の計数を掲載しています。

催告中
1.2千者

（7.0％）

納付誓約
2.3千者

（13.4％）
完納

13千者
（75.6％）

「完納」・「納付誓約」が全体の89.0％

催告対象
17.2千者

署へ返戻
0.7千者

（4.0％）
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《事案の概要》 《概要図》
① 滞納法人の代表者は、知人Aが滞納法人の事業

を個人事業として引き継いだように装い、取
引先に対してA名義で工事代金を請求し、Aに
対する売掛金の支払として小切手を振り出さ
せるなどした。

② 代表者は、取引先に振り出させた小切手を銀
行に持ち込んで現金化し、代表者の居所にあ
る金庫で保管していた。

③ 国税当局（徴収職員）は、上記の行為が滞納
法人に対する滞納処分の執行を免れる目的で
された財産の隠蔽に該当すると判断し、滞納
法人及び代表者を国税徴収法違反（滞納処分
免脱罪）で告発した。

【事例】
滞納処分の執行を免れるため、知人に事業を引き継いだように装い、取引先に対し、知人宛の小切手を振り出さ

せるなどして財産を隠蔽した行為について、国税徴収法違反（滞納処分免脱罪）により告発した事例

〇滞納処分免脱罪による告発
財産の隠蔽等により国税の徴収を免れようとする悪質な事案に対しては、滞納処分免脱罪の告発を行うなど、特

に厳正に対処しており、令和４年度においては、７件（12人(社)）の事案を告発しました。

知人A

取引先

①A名義で請求

①小切手の振出し

②支払
金融機関

滞納法人

代表者

＜悪質・処理困難事案に対する滞納整理等＞

②小切手の持込み

国税当局

③告発
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《事案の概要》 《概要図》

① 滞納法人の実質代表者であるＡは、滞納法人に対し
て貸付金債権を有していた。

② 滞納法人は、所有する唯一の財産である不動産を訴
外法人へ売却し、事実上廃業した。

③ 売却の翌日、Ａは、滞納法人から貸付金債権の一部
の弁済を受けた。

④ 国は、当該弁済はＡと滞納法人が通謀して他の債権
者を害する意図をもってされたものであり、債権者
を害する行為に該当するとして、詐害行為取消訴訟
を提起した。

【事例】
滞納法人から元代表者への弁済が、債権者を害する行為に該当するとして、詐害行為取消訴訟を提起した事例

〇原告訴訟の積極的な提起
通常の滞納整理の手法では処理進展が図られない事案については、詐害行為取消訴訟等を提起するなど、訴訟

手法を活用した滞納整理にも取り組んでおり、令和４年度においては、137件の原告訴訟を提起しました。

滞納法人

被告︓実質代表者A

訴外法人

②不動産売却

③弁済

①貸付金
債権

②売却代金

④詐害行為取消訴訟

国税当局
（原告︓国）
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《事案の概要》 《概要図》

① 滞納者は、日本法人に勤務するX国籍の者であり、給与等につ
いて確定申告を行ったが、その国税を納付せずに出国し、居住
地をX国に移した。

② 日本国内の財産について滞納処分を行ったものの、滞納額が一
部残った。これを受けて、国税当局は、租税条約に基づき、滞
納者の居住地国（X国）の税務当局に対して、徴収共助の要請
を行った。

③ X国の税務当局が滞納者に催告を行ったところ、滞納者からX
国の税務当局に滞納国税全額の納付があった。

④ その後、X国の税務当局から納付額の送金があり、滞納国税の
全額を徴収することができた。

【事例】
国税を滞納したまま出国した滞納者について、租税条約に基づき、滞納者の居住地国の税務当局に対して徴収共

助の要請を行い、滞納国税の全額を徴収した事例

〇徴収共助の確実な要請
海外への財産の移転などによる国際的な滞納事案に対しては、租税条約に基づく

徴収共助の要請を確実に行うなど、積極的に取り組んでいます。
令和４事務年度において、日本から徴収共助を要請した件数は15件、また、徴収

共助の要請により徴収した金額は約9,700万円です。

滞納者
（Ｘ国籍）

Ｘ国の税務当局

日本 X国

国税当局

③催告
②徴収共助の要請

①X国に出国

③納付

④送金

・「徴収共助」とは
租税債権の徴収において執行管轄

権という制約がある中で、各国の税
務当局が、相互主義の下、互いに条
約相手国の租税債権を徴収する枠組
みです。

◆徴収共助制度を活用した取組のご紹介
Web-TAX-TV（国税庁ホームページ）において、海外に財産を移転させ納税を免れようとする悪質な滞

納事案に対し、租税条約に基づく徴収共助制度を活用した徴収に取り組む徴収官の仕事をドラマ仕立てで
紹介しています。
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〇第二次納税義務の賦課
本来の納税義務者から租税の全部又は一部を徴収することができない場合に、一定の要件に該当するときは、

その納税義務者と特殊な関係にある者等を第二次納税義務者とし、その者に本来の納税義務者の納税義務に代わ
る義務を負担させることによって、租税の徴収確保を図っています。

《事案の概要》 《概要図》

① 滞納法人は、滞納発生後、既に廃業して納付が困難であると
の申出をしていたが、調査の結果、代表者が滞納法人の資金
を私的に流用していたことが認められたことから、代表者に
対し第二次納税義務を賦課し納付を求めた。

② 第二次納税義務を賦課した後も、代表者は納付意思を示さず、
税務署に対して反社会的勢力者の名刺を同封した抗議文を送
付するなど、執拗な脅迫等を行った。

③ これらの行動に組織として厳正に対処すべく、脅迫罪につい
て警察当局に相談するとともに、警察官の立会いの下、代表
者宅の捜索を行うなどし、さらに調査を進めた。

④ その結果、流用した資金で得た財産を無償で妻名義に変更し
ていたことを把握したことから、代表者妻に対しても第二次
納税義務を賦課した。その後、滞納法人から滞納国税全額の
納付があった。

滞納法人 代表者 代表者妻

代表者宅

警察官

①第二次納税義務
の賦課

④第二次納税義務
の賦課

②脅迫・抗議

③捜索

③捜索の
立会人

名義
変更購入

国税当局

①資金流出

【事例】
滞納法人の資金を私的流用していた代表者等に対して第二次納税義務を賦課したほか、警察当局と連携し、代表

者宅の捜索を行うなど、厳正に対処し、滞納国税の全額を徴収した事例
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＜電子入札制度の概要＞

〇令和５年４月、公売における電子入札制度が開始
滞納処分により差し押さえた財産について、入札や競り売りの方法により公売を実施し、売却した代金を滞納

国税に充てています。
なお、公売手続については、従来実施しているインターネットを利用する方法による競り売り（インターネッ

ト公売）に加え、令和５年４月から、インターネットを利用する方法による入札（電子入札）を開始したほか、
国税局や税務署の掲示板に紙媒体で掲示していた公売公告を公売情報ホームページにも併せて掲載するなど、電
子化に取り組んでいます。

＜公売の実施状況＞

＜公売による売却事例＞

１ 自動車（アストンマーティン） ２ ネックレス

３ 腕時計 ４ ウイスキー

◆公売情報ホームページ◆

◆公売情報ホームページ ◆マイナポータル（個人の方のみ）

公売情報ホームページ又はマイナポータルから
ログインすることで、ご利用いただけます。
※ e-Taxの利用者情報登録が必要となります。

入札期間中
入札必要書類等

提出

開札期日後
最高価申込者等

への連絡
情報入力
及び

PDF等データ提出
入札書情報
入力・提出 メール連絡

マイページ閲覧
公売物件検索

開札
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